
 

令和元年度事業報告 

 

Ⅰ．概要 
 

  高齢化の進展と人手不足の現状下において「生きがい就労提供の場」であり「地域の担

い手、働き手」としてシルバー人材センターの果たすべき役割と社会的期待は高まってお

ります。私たち高齢者が「自主・自立、共働・共助」の理念をモットーに、これまでに培

ってきた豊富な知識や経験を活かすことで、元気に働き、地域に根差し、地域に貢献し、

生きがいを見出しながら、シルバー人材センター事業の運営を展開してまいりました。 

  また、安全・適正就業パトロールを実施し、就業中の事故防止啓発に努めました。残念

ながら２件の傷害事故が発生しましたが、今後も事故ゼロを目指し、さらなる安全・適正

就業の徹底に努めてまいります。 

  令和元年度の当センターの事業実績につきましては、請負･委任業務事業では、受託件数

2,905件（前年度対比 1.9％減）、就業延人員 26,512人日（前年度対比 2.5％減）、契約金額

130,954,267円（前年度対比 0.2％増）となりました。 

シルバー派遣事業では、受託件数 217件（前年度対比 2.8％増）、就業延人員 5,189人日

（前年度対比 2.8％減）、契約金額 28,497,265円（前年度対比 2.5％減）となりました。 

以下、令和元年度事業の実績について報告いたします。 

 
１ 就業の機会を確保し、組織的に提供する事業   

(1) 就業機会・会員の拡大 

臨時的かつ短期的な就業、またはその他の軽易な業務を希望する高齢者に対し事業

を推進しました。 

◼ センターへの支援要望 (１０月に市長へ要望) 

 

(2)独自事業の推進と拡大 

有機肥料「シルバーコンポつしま」、会員の手づくり野菜の販売促進や墓地墓石等管

理を実施しました。 

◼ 「シルバーコンポつしま」の販売（1,292袋、軽トラック３車） 

◼  手づくり野菜の販売 （48日間  毎週火曜日） 

◼  墓地墓石等管理（利用回数 31回） 

 

２  就業機会を確保するために行う津島市の公の施設の指定管理業務  

平成３１年３月３１日の中央公民館の閉館をもって指定管理事業は終了しました。今後

も新たな指定管理先の受注を目指してまいります。 

  

 



 

３  有料職業紹介事業の実施   

本年度の実績はありませんでした。今後も会員の能力に応じた仕事の職業紹介を行って

まいります。 

 

４  労働者派遣事業の実施   

  県シルバー人材センター連合会と連携し、労働者派遣事業を推進し、労働者派遣で会員

に就業機会を提供しました。 

◼ 就業実人員６１人、就業延人員 5,189人日 

 

５  就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習を行う事業   

知識・技能の向上を目的とし、研修会及び講習会を開催しました。  

◼ 草刈機取扱い及び安全講習（６月実施） 

 

６  就業に関する調査研究及び相談を行う事業   

入会希望者、発注者等からの事業内容の問い合わせに対応するとともに、センターの円

滑な事業運営に資するための相談支援等を行いました。 

◼ 入会説明会（１１回開催、延６４人） 

◼ ７５歳以上の会員の就業や健康調査（１月実施） 

 

７  安全かつ適正な就業を推進するために事故防止の啓発等を行う事業   

会員の安全意識の向上や作業中の事故防止等に資するため、「安全委員会」を開催し、講

習会や安全・適正就業パトロールなどを実施しました。 

◼ 安全委員会(１回開催) 

◼ 安全パトロール（７月、８月、９月実施） 

 

８  センターの活動等について周知を図る事業   

センター事業の理念、活動を地域住民並びに関係者に広く周知し、事業への理解と協力、

会員の確保のため、市広報掲載、機関紙やホームページ等で普及啓発を行いました。 

◼ 機関紙「シルバーつしま」（２回発行 会員や関係機関等に配布） 

◼ 市広報掲載（５回） 

◼ 神守小学校区、東小学校区のコミュミティフェスティバル、チャレンジドフェス

ティバル（堆肥サンプル無料配布、会員手づくり野菜の販売） 

 

９ その他センターの目的を達成するために必要な事業   

関係機関等との連携を図り、事業運営の向上に努めました。 

◼ 県シルバー人材センター連合会との連携(課題研修、定例会等参加) 

◼ 海部地区シルバー人材センターとの連携(研修、情報交換) 



貸 借 対 照 表

令和 2年 3月31日現在

(単位：円)

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部

  1.流動資産

      現金 30,000 30,000 0

      普通預金 14,377,707 11,204,557 3,173,150

      未収金 10,982,503 11,502,988 △ 520,485

      仮払金 410,400 400,800 9,600

      立替金 31,697 0 31,697

      前払金 101,360 87,540 13,820

      流動資産合計 25,933,667 23,225,885 2,707,782

  2.固定資産

    (1)特定資産

      退職給付引当資産 10,380,322 13,035,013 △ 2,654,691

      減価償却引当資産 9,214,647 8,417,691 796,956

      財政運営資金積立資産 5,500,117 5,500,117 0

      特定資産合計 25,095,086 26,952,821 △ 1,857,735

    (2)その他固定資産

      車輌運搬具 1 1 0

      什器備品 742,046 1,539,002 △ 796,956

      電話加入権 230,268 230,268 0

      預託金 7,940 7,940 0

      その他固定資産合計 980,255 1,777,211 △ 796,956

      固定資産合計 26,075,341 28,730,032 △ 2,654,691

      資産合計 52,009,008 51,955,917 53,091

Ⅱ負債の部

  1.流動負債

      未払金 14,166,793 10,695,900 3,470,893

      預り金 234,957 423,638 △ 188,681

      流動負債合計 14,401,750 11,119,538 3,282,212

  2.固定負債

      退職給付引当金 10,380,322 13,035,013 △ 2,654,691

      固定負債合計 10,380,322 13,035,013 △ 2,654,691

      負債合計 24,782,072 24,154,551 627,521

Ⅲ正味財産の部

  1.指定正味財産 0 0 0

  2.一般正味財産 27,226,936 27,801,366 △ 574,430

      （うち特定資産への充当額） ( 14,714,764 ) ( 13,917,808 ) ( 796,956 )

      正味財産合計 27,226,936 27,801,366 △ 574,430

      負債及び正味財産合計 52,009,008 51,955,917 53,091



正味財産増減計算書

平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで

(単位：円)

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 130,954,267 128,192,678 2,761,589

受取配分金 110,222,661 107,260,135 2,962,526

受取材料費等 11,959,398 12,427,876 △ 468,478

受取事務費 8,772,208 8,504,667 267,541

労働者派遣事業等受託収益 3,184,818 3,373,520 △ 188,702

労働者派遣事業等受託収益 3,184,818 3,373,520 △ 188,702

有料職業紹介事業受託収益 0 0 0

有料職業紹介事業受託収益 0 0 0

公民館管理事業受託収益 0 11,016,263 △ 11,016,263

公民館管理事業受託収益 0 11,016,263 △ 11,016,263

高齢者活躍人材育成事業受託収益 0 18,000 △ 18,000

高齢者活躍人材育成事業受託収益 0 18,000 △ 18,000

受取会費 269,000 268,000 1,000

正会員受取会費 269,000 268,000 1,000

受取補助金等 23,889,000 23,039,000 850,000

受取連合交付金 11,889,000 11,039,000 850,000

受取（市）補助金 12,000,000 12,000,000 0

受取負担金 586,140 582,740 3,400

受取負担金 586,140 582,740 3,400

受取寄附金 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

特定資産運用益 234 219 15

特定資産受取利息 234 219 15

雑収益 2,217,782 85,527 2,132,255

受取利息 122 117 5

雑収益 2,217,660 85,410 2,132,250

経常収益計 161,101,241 166,575,947 △ 5,474,706

(2)経常費用

事業費 159,103,414 164,465,498 △ 5,362,084

支払配分金 110,222,661 107,260,135 2,962,526

支払材料費等 11,421,952 11,366,429 55,523

給料手当 18,819,655 21,735,651 △ 2,915,996

臨時雇賃金 2,319,024 2,103,048 215,976

法定福利費 3,778,550 4,012,672 △ 234,122

退職給付費用 3,375,900 1,698,434 1,677,466

福利厚生費 39,863 40,806 △ 943

会議費 1,496 3,686 △ 2,190

旅費交通費 140,520 195,260 △ 54,740

通信運搬費 638,641 883,113 △ 244,472

減価償却費 796,956 788,037 8,919

什器備品費 144,720 84,996 59,724

消耗品費 90,845 325,754 △ 234,909

修繕費 47,308 102,454 △ 55,146

科目



正味財産増減計算書

平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで

(単位：円)

当年度 前年度 増減科目

印刷製本費 243,820 260,820 △ 17,000

光熱水料費 368,477 1,733,871 △ 1,365,394

賃借料 3,074,873 2,704,220 370,653

保険料 1,702,530 1,903,530 △ 201,000

諸謝金 0 270,000 △ 270,000

租税公課 851,227 1,105,473 △ 254,246

支払負担金 24,900 9,400 15,500

委託費 678,659 5,537,940 △ 4,859,281

教材費 0 0 0

支払手数料 283,837 307,009 △ 23,172

雑費 37,000 32,760 4,240

管理費 2,572,257 3,273,736 △ 701,479

給料手当 1,568,636 2,302,951 △ 734,315

法定福利費 209,034 205,847 3,187

退職給付費用 83,160 70,931 12,229

福利厚生費 1,432 1,406 26

会議費 980 2,930 △ 1,950

役員等旅費交通費 155,000 132,000 23,000

通信運搬費 15,035 18,498 △ 3,463

消耗品費 60,000 64,150 △ 4,150

印刷製本費 39,096 34,020 5,076

光熱水料費 19,393 20,256 △ 863

賃借料 85,017 83,302 1,715

保険料 87,540 87,540 0

租税公課 600 600 0

支払負担金 220,000 220,000 0

委託費 16,854 16,805 49

支払手数料 1,700 0 1,700

雑費 8,780 12,500 △ 3,720

経常費用計 161,675,671 167,739,234 △ 6,063,563

当期経常増減額 △ 574,430 △ 1,163,287 588,857

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

固定資産売却益 0 248,710 △ 248,710

車両運搬具売却益 0 248,710 △ 248,710

経常外収益計 0 248,710 △ 248,710

(2)経常外費用

固定資産除却損 0 5 △ 5

車両運搬具除却損 0 4 △ 4

什器備品除却損 0 1 △ 1

経常外費用計 0 5 △ 5

当期経常外増減額 0 248,705 △ 248,705

   当期一般正味財産増減額 △ 574,430 △ 914,582 340,152

   一般正味財産期首残高 27,801,366 28,715,948 △ 914,582

   一般正味財産期末残高 27,226,936 27,801,366 △ 574,430

Ⅱ 正味財産期末残高 27,226,936 27,801,366 △ 574,430



正味財産増減計算書内訳表

平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで

(単位：円)

シルバー人材センター事業

Ⅰ一般正味財産増減の部
 1.経常増減の部

(1)経常収益
受託事業収益 128,516,866 2,437,401 130,954,267

受取配分金 110,222,661 0 110,222,661
受取材料費等 11,959,398 0 11,959,398
受取事務費 6,334,807 2,437,401 8,772,208

労働者派遣事業等受託収益 3,184,818 0 3,184,818
労働者派遣事業等受託収益 3,184,818 0 3,184,818

受取会費 134,500 134,500 269,000
正会員受取会費 134,500 134,500 269,000

受取補助金等 23,889,000 0 23,889,000
受取連合交付金 11,889,000 0 11,889,000
受取（市）補助金 12,000,000 0 12,000,000

受取負担金 586,140 0 586,140
受取負担金 586,140 0 586,140

特定資産運用益 0 234 234
特定資産受取利息 0 234 234

雑収益 2,217,660 122 2,217,782
受取利息 0 122 122
雑収益 2,217,660 0 2,217,660

経常収益計 158,528,984 2,572,257 161,101,241
(2)経常費用

事業費 159,103,414 0 159,103,414
支払配分金 110,222,661 0 110,222,661
支払材料費等 11,421,952 0 11,421,952
給料手当 18,819,655 0 18,819,655
臨時雇賃金 2,319,024 0 2,319,024
法定福利費 3,778,550 0 3,778,550
退職給付費用 3,375,900 0 3,375,900
福利厚生費 39,863 0 39,863
会議費 1,496 0 1,496
旅費交通費 140,520 0 140,520
通信運搬費 638,641 0 638,641
減価償却費 796,956 0 796,956
什器備品費 144,720 0 144,720
消耗品費 90,845 0 90,845
修繕費 47,308 0 47,308
印刷製本費 243,820 0 243,820
光熱水料費 368,477 0 368,477
賃借料 3,074,873 0 3,074,873
保険料 1,702,530 0 1,702,530
租税公課 851,227 0 851,227
支払負担金 24,900 0 24,900
委託費 678,659 0 678,659
支払手数料 283,837 0 283,837

合計科目
公益目的事業会計

法人会計



正味財産増減計算書内訳表

平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで

(単位：円)

シルバー人材センター事業
合計科目

公益目的事業会計
法人会計

雑費 37,000 0 37,000
管理費 0 2,572,257 2,572,257

給料手当 0 1,568,636 1,568,636
法定福利費 0 209,034 209,034
退職給付費用 0 83,160 83,160
福利厚生費 0 1,432 1,432
会議費 0 980 980
役員等旅費交通費 0 155,000 155,000
通信運搬費 0 15,035 15,035
消耗品費 0 60,000 60,000
印刷製本費 0 39,096 39,096
光熱水料費 0 19,393 19,393
賃借料 0 85,017 85,017
保険料 0 87,540 87,540
租税公課 0 600 600
支払負担金 0 220,000 220,000
委託費 0 16,854 16,854
支払手数料 0 1,700 1,700
雑費 0 8,780 8,780

経常費用計 159,103,414 2,572,257 161,675,671
当期経常増減額 △ 574,430 0 △ 574,430

 2.経常外増減の部
(1)経常外収益

固定資産売却益 0 0 0
経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用
経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0
Ⅱ 正味財産期末残高 27,226,936 0 27,226,936



財務諸表に対する注記 

１．重要な会計方針 

 (1) 固定資産の減価償却の方法 

   減価償却資産については、定額法により直接減価償却で実施する。 

 (2) 引当金の計上方法 

   退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職共済給付額を控除

した金額を計上する。 

(3) 消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は税込方式による。 
 

２．基本財産及び特定資産の増減及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。        (単位：円) 

科  目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高 

特定資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

財政運営資金積立資産 

 

13,035,013 

8,417,691 

5,500,117 

 

167,400 

796,956 

0 

 

2,822,091 

0 

0 

 

10,380,322 

9,214,647 

5,500,117 

合 計 26,952,821 964,356 2,822,091 25,095,086 
 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。          (単位：円) 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対応

する額) 

特定資産 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産 

財政運営資金積立資産 

 

10,380,322 

9,214,647 

5,500,117 

 

(     0) 

(     0) 

(     0) 

 

(      0) 

(  9,214,647) 

(  5,500,117) 

 

( 10,380,322) 

(      0) 

(      0) 

合 計 25,095,086 (     0) (14,714,764) ( 10,380,322) 
 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。   (単位：円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車輌運搬具 

什器備品 

1,135,570 

11,289,874 

1,135,569 

10,547,828 

1 

742,046 

合 計 12,425,444 11,683,397 742,047 
 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。   (単位：円) 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

運営補助金 

運営補助金 

 

国 

市 

 

0 

0 

 

11,889,000 

12,000,000 

 

11,889,000 

12,000,000 

 

0 

0 

 

－ 

合 計 0 23,889,000 23,889,000 0 

 



（単位：円）　

区分 資産の種類 期首帳票簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

 基本財産

基本財産計

 特定資産 退職給付引当資産 13,035,013 167,400 2,822,091 10,380,322

減価償却引当資産 8,417,691 796,956 0 9,214,647

財政運営資金積立資産 5,500,117 0 0 5,500,117

特定資産計 26,952,821 964,356 2,822,091 25,095,086

２．引当金の明細
（単位：円）　

目的使用 その他

 退職給付引当金 13,035,013 167,400 2,822,091 0 10,380,322

付　属　明　細　書

１．基本財産及び特定資産の明細

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高



（単位：円）　

使用目的等 使用事業

現金 手元保管 運転資金 シルバー人材センター事業 30,000

普通預金

三菱UFJ銀行　津島支店

津島市役所他 契約金他 シルバー人材センター事業 10,982,503

仮払金 津島税務署 消費税中間納付額 シルバー人材センター事業 410,400

立替金 愛知労働局 労働保険料 シルバー人材センター事業 31,697

前払金 東京海上日動火災保険 令和2年度役員賠償責任保険料等 法人管理 101,360

流動資産合計 25,933,667

普通預金

東海労働金庫　津島支店

退職共済預け金

愛知県民間社会福祉事業職員共済会

普通預金

三菱UFJ銀行　津島支店

普通預金

三菱UFJ銀行　津島支店

26,075,341

52,009,008

預り金 職員社会保険料等 職員からの社会保険料等預り金 シルバー人材センター事業 234,957

流動負債合計 14,401,750

退職給付引当金 職員に対するもの 職員退職金規程における退職金要支給額 シルバー人材センター事業 10,380,322

10,380,322

24,782,072

27,226,936

固定負債合計

　　　　　負債合計

　　　　　正味財産

8,201,906

業者支払等
シルバー人材センター事業に供する
費用の未払金

シルバー人材センター事業 5,964,887

（固定負債）

　　　　　資産合計

（流動負債）

未払金

配分金・立替材料費等
シルバー人材センター事業に供する
配分金等の未払金

シルバー人材センター事業

固定資産合計

シルバー人材センター事業 742,046

電話加入権 津島市シルバー人材センター 公益目的使用90％、法人管理10％ シルバー人材センター事業 230,268

預託金 津島市シルバー人材センター 自動車リサイクル料金 シルバー人材センター事業 7,940

5,500,117

その他の
固定資産

車輌運搬具 軽トラック　1台
公益目的保有財産であり、シルバー
人材センター事業に使用している

シルバー人材センター事業 1

什器備品費 芝刈機ﾊﾞﾛﾈｽﾛｰﾀﾘｰﾓｱ　他12台
公益目的保有財産であり、シルバー
人材センター事業に使用している

シルバー人材センター事業

7,001,902

職員退職金支払のための積立資産
として管理されている預金

シルバー人材センター事業 3,378,420

減価償却引当資産
固定資産買換え資金として管理され
ている預金

シルバー人材センター事業 9,214,647

シルバー人材センター事業

未収金

（固定資産）

特定資産

退職給付引当資産

職員退職金支払のための積立資産
として管理されている預金

財政運営資金積立資産
配分金の支払いをするために管理さ
れている預金

（流動資産）

預金 運転資金 シルバー人材センター事業 14,377,707

財　　産　　目　　録

令和 2年 3月 31日 現在

貸借対照表科目 場所・物量等
使用目的等

金額


